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成田高速鉄道アクセス株式会社
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業   報   告
平成 27年  4月  1日
平成 28年  3月 31日

1.株式会社の現況に関する事項

(1)事業の経過及びその成果

当社は、第三種鉄道事業者として、国をはじめ関係機関のご支援とご協力をいただ

き成田新高速鉄道 (以下「成田高速鉄道アクセス線」という。)を整備し、保有してお

ります。成田高速鉄道アクセス線は、平成 22年 7月 に開業し、第二種鉄道事業者で
ある京成電鉄株式会社により、営業運転が順調に行われているところです。

当社が保有する鉄道施設を良好に維持することにより、鉄道利用者に安心して使っ

ていただけるよう、京成電鉄株式会社をはじめ関係機関との緊密な連携により、輸送

の安全確保に努めるとともに、適正かつ効率的な業務の執行を確保するための社内体

制の整備に取り組んでまいりました。

また、北千葉道路との一体整備事業として、鉄道施設に近接する北千葉道路工事の

安全対策について、関係者との調整を行い、鉄道施設の保全に努めてまいりました。

ア 鉄道施設の貸付・管理
京成電鉄株式会社との「成田高速鉄道アクセス線の使用に関する協定」及び成

田空港高速鉄道株式会社との「賃貸借契約」に基づき、鉄道施設を貸付け、線路

使用料を収受するとともに、「成田高速鉄道アクセス線の保守及び保守の管理に

関する契約」により京成電鉄株式会社に委託している鉄道施設の保守管理につい

て、定期的に「保守連絡会議」を開催するなど、施設の適切な保全に努めてまい

りました。    、

イ 社内体制の整備
常勤取締役と常勤監査役で構成する常勤役員会において株主総会及び取締役

会に関する事項その他経営上の重要な事項を審議することにより、適正かつ効率

的な業務の執行を確保することとしており、当期は常勤役員会を25回開催しま
した。

また、各部において業務目標を設定することにより、効率的な業務の執行に取

り組むとともに、常勤役員で構成するコンプライアンス委員会を開催し、法令等

に則り適正に業務が執行されていることを監視してまいりました。
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北千葉道路との一体整備事業等

道路の事業主体である国土交通省千葉国道事務所及び千葉県北千葉道路建設

事務所と連携し、鉄道施設に近接する北千葉道路工事の安全対策について、関係

者との調整を行い、鉄道施設の保全に努めてまいりました。

成田高速鉄道アクセス線整備事業の事後評価

開業 5年経過時における本整備事業の事後評価の実施を国土交通省鉄道局
より求められたことに伴い、コンサルタント会社に委託し、整備効果の算出作業

を実施しました。その結果、開業後 30年間の費用便益比は 1.85と見込まれ、学
識経験者による評価監視委員会に諮つたところ、社会経済的に意義のある事業で

あり、今後の事後評価の必要はないが、今後も継続して需要の推移を見守る必要

があるとの提言がありました。

借入契約に基づく鉄道財団抵当権の設定

シンジケー トローン契約における担保提供のため、鉄道抵当法に基づく鉄道財

団の設定について、国土交通大臣から認可を受け、融資銀行団と鉄道抵当に関す

る契約を締結した後、鉄道財団に根抵当権を設定しました。

資金調達の状況

当期の資金調達は、特に記載すべき事項はありません。

主な借入先の状況 (平成 28年 3月 31日 現在)
借 入 先 借 入 残 高 (千円)

(注 ) 13, 850, 761
注.シンジケートローンは、株式会社日本政策投資銀行及び株式会社みずほコーポレート銀行 llB

株式会社みずほ銀行)を主幹事とする8社の協調融資です。

(3)直前 3事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 11期

(平成24年度)

第 12期

(平成25年度)

第 13期

(平成26年度)

第 14期

(当事業年度)

営 業 収 益 1,826,503千 円 1,856,471千円 1,851,527千 円 1,850,590千円

当期純損失 208,244千円 124,332千円 7,908千円 27,070千円

1株当たり

当期純損失
547円 78銭 327円 5金表 20円 80銭 71F弓 21金実

総 資 産 36,150,939千 円 31,987,012千円 31,060,861千円 29,803,782f― 円

(2)

-5‥



(4)対処すべき課題
当社は、鉄道施設保有会社の責務として施設の安全を確保するとともに、安定的

かつ効率的な事業運営を確実に行うことが重要課題であると認識しております。

そのためには、国土交通省、京成電鉄株式会社をはじめとする関係機関と緊密に

連携を取りながら、鉄道施設を良好に維持管理し、安全性の向上に努めるとともに、

安定的に線路使用料を確保し、長期借入金の返済及び安定経営に努めてまいります。

また、常に法令等に則り業務が執行されるよう、研修会への積極的な参加、社内

会議での意見交換、通常業務における意思疎通を図るなど、コンプライアンスの

徹底を図ってまいります。

(5)主要な事業内容
当社の主要な事業内容は、鉄道事業法に基づく第二種鉄道事業を行うものであり

ます。

当社は、都心からの空港アクセスの利便性を向上させるとともに、千葉県北西部

等の交通利便性の向上、成田市と千葉手ュータウンとの機能連携の強化に資する

ための成田高速鉄道アクセス線を整備し、鉄道事業者に貸付けることを目的に設立

された第 3セクターであります。

(6)事業所の状況
本社  千葉県船橋市本町二丁目10番 14号

(7)使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

9名 増減なし 48. 2歳 4年 7カ月

(8)親会社の状況
当社の親会社は、成田国際空港株式会社であり、同社は当社の議決権 53.74%
を保有しております。なお、成田国際空港株式会社から、使用人2名が当社に出向

しております。

(9)親会社との間の取引に関する事項
当社の銀行借入に対し、親会社の成田国際空港株式会社より債務保証を受けてお

りますが、保証料の支払いはないことから、当社の利益を害するおそれのある取引

には該当いたしません。
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2.株式に関する事項

(1)発行可能株式総数    普通株式   410, 140株

(2)発行済株式の総数    普通株式    380, 160株

(3)当事業年度末の株主数  12名

(4)株主

1韓

株  主  名 持株数 (株)

成 田 国 際 空 港 株 式 会 社 204,300
千 一某 県 87, 220
成 田 市 42,640
京 成 電 鉄 株 式 会 社 24,Ooo

日 本 航 空 株 式 会 社 6, Ooo
ANAホールディングス株式会社 4,Ooo
日
Ｆ
ｒ
ト 西 市 3, 680
松 一月 市 2,40o
自 井 市 2, 320
鎌 ケ 谷 市 1,620
市 市 1, 060
月合 橋 市 920
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3.会社役員に関する事項

(1)取締役及び監査役

(平成 28年 3月 31日現在 )
地 位 氏 名 担当及び他の法人等の代表状況等

代表取締役社長 小林  堅吾
代表取締役専務 小野  芳計
常 務 取 締 役 小野寺 則人

取 締 役 栗原  秀 哉 総務部長
取 締 役 高橋  俊幸 事業部長

取 締 役 野 口 利雄 施設保全部長

取 締 役 斉 田 正己 成田国際空港株式会社代表取締役副社長
取  締  役 鶴巻  郁 夫 千葉県総合企画部長

取 締 役 関根  賢次 成田市副市長

取 締 役 平田 憲一郎 京成電鉄株式会社代表取締役専務取締役
常 勤 監 査 役 武 山  勝
監 査 役 長 田  太 成田国際空港株式会社専務取締役
監  査  役 根本  欣 治 成田市企画政策部長
監  査  役 加藤  雅 哉 京成電鉄株式会社常務取締役
注 1.取締役 斉田正己氏、同 鶴巻郁夫氏、同 関根賢次氏及び同 平田憲一郎氏は、会社法
第 2条第 15号に定める社外取締役であります。

注 2.監査役全員は、会社法第 2条第 16号に定める社外監査役であります。

注 3.平成 27年 6月 29日 開催の第 13回定時株主総会の終結の時をもって、取締役 深谷

=、
           憲一氏、監査役 石井利夫氏及び同 高野徳久氏が退任しました。

注 4.平成 27年 6月 29日開催の第 13固定時株主総会において、新たに武山勝氏が監査役に

選任され、就任しました。

注 5.平成 27年 8月 21日 の臨時株主総会において、新たに斉田正己氏が取締役に、また、

長田太氏が監査役に選任され、就任しました。

注6.平成 28年 3月 31日 をもって、取締役 鶴巻郁夫氏が退任しました。
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区  分 支給人数 支 給 額 摘  要
取 締 役 6人 70, 899千 円
監 査 役 2人 6, 999千 円
合  計 8人 77, 899千 円

(2)取締役、監査役毎の報酬等の総額

注 1.取締役の支給額には、使用人兼務取締役の取締役報酬を含んでおります。
注2.支給額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

(3)社外役員の活動状況

ア 社外取締役
平成 27年度の取締役会出席状況は、取締役 斉田正己氏が 4回開催中4回、    

ド

取締役 鶴巻郁夫氏が6回開催中 5回、取締役 関根賢次氏が 6回開催中 5回、
取締役 平田憲一郎氏が 6回開催中6回出席し、適宜意見を述べています。

イ 社外監査役
平成 27年度の取締役会には、監査役 武山勝氏が 5回開催中 5回、監査役
長田太氏が 4回開催中 3回、監査役 根本欣治氏が 6回開催中 5回、監査役
加藤雅哉氏が 6回開催中6回出席し、適宜意見を述べています。
また、監査役会においても、監査役 武山勝氏が 3回開催中 3回、監査役
長田太氏が 1回開催中 1回、監査役 根杏欣治氏が 4回開催中 3回、監査役
加藤雅哉氏が4回開催中4回出席し、監査結果についての意見交換、監査に関す
る重要事項の協議等を行っています。

4.会計監査人に関する事項

(1)会計監査人の名称       新 日本有限責任監査法人

(2)当事業年度にかかる報酎‖等の額
公認会計士法 (昭和 23年法律第 103号)第 2条第 1項の業務にかかる報plll等の額

・        6, 000千 円

(3)会計監査人が過去三年間に受けた業務停止処分に関する事項のうち、会社が事業
報告の内容とすべきと判断した事項

金融庁が平成 27年 12月 22日 付で発表した業務停止等処分の内容

… 9-



① 処分の対象者   新日本有限責任監査法人
② 処分の内容

ア 契約の新規の締結に関する業務の停止 3ヶ月
(平成 28年 1月 1日から同年 3月 31日 まで)

イ 業務改善命令 (業務管理体制の改善)
併せて、21億 1, 100万円の課徴金納付命令 (平成 28年 1月 22日付で
決定)

③ 処分理由

ア 他社の財務書類の監杏において、同監査法人の公認会計士が、相当の注意
を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものとして証明した

こと

イ 同監査法人の運営が著しく不当と認められたこと

5.業務の適正を確保するた,めの体制及びその運用状況

(1)業務の適正を確保するための体制
当社の「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制」の取締役会決議内容 (内部統制

システムに関する基本方針)は、以下のとおりです。当社では、この決定に基づき
体制を整備しています。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

_´     ア 成田高速鉄道アクセス株式会社企業理念及び行動規範を常に念頭に置いて行動
ti      するとともに、業務遂行に際して法令及び定款等会社の規則に精通し、その遵守を

徹底する。

イ 法令遵守を徹底するため、関連する研修会及び講演会等への常勤役員及び使用人
の積極的な参加を促すなど、「意識の向上を図る。

ウ 通報者保護に配慮した内部通報制度を常勤役員及び使用人等に周知する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

法令及び定款、その他社内規程に基づき、取締役の職務の執行に係る情報を文書

により適切に保存・管理し、取締役及び監査役は、随時これらの文書を閲覧できる

ものとする。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア 企業として想定される各部門のリスクを把握し、全社で情報を共有するとともに、
必要な対策を講じる。

イ 鉄道施設の保全に関するリスクを管理するため、運行事業者との定期的な保守
連絡会議などを通して連携を強化し、鉄道施設の維持管理の向上に努める。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア 取締役会で承認される年度事業計画に基づきt具体的な施策を担当取締役が実行
する。

イ 全社的な目標として、業績目標を定め、その目標に沿って業務を執行することに
より、効率的な業務の執行を実現する。

ウ 取締役会に付議する事項その他の重要事項について、常勤取締役及び常勤監査役   t=
で構成する常勤役員会で審議することにより、適正かつ効率的な業務の執行を実現

する。

工 月に2日程度、常勤役員及び使用人が出席する社内定例会を開催し、業務の進捗
状況や問題点を整理することにより、全社的な情報の共有化を図り、効率的な業務

の執行を実現する。

⑤ 当会社及び親会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

ア 親会社により定期的に開催されるグループ経営会議及びグループ会社連絡会に
出席し、グループ会社間において情報の共有、意見の交換を行う。

イ 親会社の内部監査部門による定期的な監査による指導、支援及び助言を受ける。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する体制及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項           1

ア 監査役の職務を補助すべき使用人については、会社が指定する。
イ 当該指定された使用人が、監査役から監査業務に必要な事項の命令を受けたとき
は、その命令に関して取締役の指揮命令を受けないものとする。

⑦ 監査役の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

前項の監査役の職務を補助すべき使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、

監査役に係る業務を優先して従事するものとする。

③ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す

る体制

… 11-



ア 監査役は、取締役会、常勤役員会、社内定例会、その他重要な会議に出席し、
監査役としての意見を述べることができる。

イ 監査役は、業務の執行に関する重要な文書及び立案書については、随時間覧し、
取締役及び使用人に対し説明を求め、意見を述べることができる。

ウ 取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事項、法令・定款
に違反するおそれがあると認めた事項及び業務執行に関して著しく不当な事項に

ついて速やかに監査役に報告する。

工 当会社は、監査役に前号の報告をした者について、当該報告をしたことを理由と
して不利な取扱いをしない。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の

執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役からその職務の執行により生ずる費用等の前払い又は償還等の請求があっ

た場合は、当会社は、会社法第 388条の定めに従い、これを支払う。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体tlJ

ア 監査役は、取締役との会合を開催するとともに、会計監査人と意見交換を行う
など、連携を図る。

イ 親会社の開催するグループ監査役連絡会に出席し、グループ会社の監査役との
連携及び情報の共有を図る。

(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では、上に掲げた「内部統制システムに関する基本方針」に基づき、体制整

備とその適切な運用に努めていますが、当事業年度における運用状況の概要は以下

のとおりです。

当社の取締役会は、社外取締役 4名を含む取締役 10名で構成され、社外監査役
4名の全監査役が出席し、取締役会規則に基づき上程された各議案につぃて、活発

な審議がなされ決議されているとともに、各業務執行取締役から執行報告が行われ、

経営の監視及び監督を行つています。

常勤監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき、その職務を補助すべ

き使用人と連携して監査業務を行っています。また、常勤役員会、コンプライアン

ス委員会、定例会等の社内重要会議に出席するとともに、稟議書等の業務執行に関

する重要な文書を開覧し、必要に応じて業務執行の状況について取締役及び使用人

から直接聴取を行っています。コンプライアンス、リスクマネジメント及びその対

策状況等についても常に監視しています。
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また、
′
常勤取締役、常勤監査役及び使用人等は、成田高速鉄道アクセス株式会社

企業理念及び行動規範を常に念頭に置いて行動し、法令及び定款等会社規則の遵守

を徹底しています。さらに、コンプライアンス相談窓口を社内外に設置し運用して

いるほか、定期的なコンプライアンスマニュアルの読み合わせや社内研修等を通じ、

コンプライアンス意識の一層の向上を図っています。本事業年度においては、近年

社会問題化しているハラスメントの防止及びマイナンバー市1度運用開始に伴う情報

管理の一層強化等を目的として、コンプライアンスマニュアルを改訂するほか、関

係規程類の整備を行いました。

これらのほか、常勤取締役、常勤監査役及び使用人は、親会社により定期的に開

催されるNAAグループ経営会議、同連絡会議、同監杏役連絡会等を通じ、親会社
及びグループ会社間における連携や情報共有を図っているとともに、親会社の内部

監査部門及び会計監査人による定期的な監査、関係部署との意見交換等で受けた指

導や助言等に適時適切に対応しており、業務の適正の確保に努めています。

-13-



第 14期 事 業 年 度

計 算 書 類

ヽ
―
―
―
ノ

日

日３

月

月

４

３

年

年

７

８

２

２

成

成

平

平

自

至

ｒ

ｌ

ｌ

に

成 田 高 速 鉄 道 ア ク セ ス 株 式 会 社
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賃 借 対 照 表

(平成28年 3月 31日 現在 )

(単位 :千円)

部の産資 負 債 ・ 純 資 産 の 部

目科 額金 目科 額金

(資産の部 )

流 動 資 産

現 金 口 預 金

関係会社短期貸付金

その他 の流動資産

固 定 資 産

鉄道事業固定資産

有 形 固 定 資 産

土

建

構   築  物

機 械 装 置

工具¬器具・備品

有形リース資産

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

地  上  権
ソフトウエア

投資その他の資産

長 期 前 払 費 用

敷     金

地

物

1,854,074

1,636,373

201,653

161047

27,949,707

27,943,669

18,002,535

1,420,383

1,088,985

14,988,432

501:709

2,818

206

9,941,134

9,935,822

5,312

6,037

6,037

(負債の部)

流 動 負 債

1年以内返済長期借入金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

受

り

与 弓|

固 定 負 債

長 期 借 入 金

長 期 未 払 金

退職給 付 引 当金

役員退職慰労引当金

預 か り保 証 金

金利スワップ負債

金払

金

金

金

一副

預

普
貝

1,300,586

780,000

71013

23,980

25,571

22,450

436,100

1,349

4,120

13,477,018

13,070,761

45

41014

15,855

1,000

385,342

負 債 合 計 14,777,604

(純資産の部)

株 主 資 本

資  本  金

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

評価 獨換算差額等

繰延ヘッジ損益

15,411,519

19,008,000

△ 3,596,480

△ 3,596,480

△ 3,596,480

△ 385,342

△ 385,342

純 資 産 合 計 15,026,177

資 産 合 計 29,803,782 負債・純 資 産 合 計 29,803,782

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

〔 量I曇::こ :131: 〕
(単位 :千円 )

.科
目 金 額

鉄道事業営業収益

鉄道線路使用料収入

運  輸  雑  収

鉄 道 事 業 営 業費

一 般 管
諸

減 価 償

理
　
　
却

費

税

費

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業

受

雑

業

支

伎

外 収 益

取  利
1又

費 用

,払  利

息

入

　

息

料

ヽ
営 外

払 手 数

経 常 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

当  期  純  損  失

1,850,000

590 1,850,590

1,633,127

229,111

330,605

1,073,409

417

0

2171463

417

243,741

239:741

4,000

25,860

25,860

1,210

27,070

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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ヽ
―
―
―
ノ

日

　

日３

月

月

４
　
３

年

年

７

　

８

２

　

２

成

成

平

平

自

至

ｒ

ｌ

ｌ

Ｌ

(単位 :千円 )

Fi=手 :

株 主 資 本

資本金

利 益 剰 余 金

株主資本合計その他利益剰余金

繰 越利 益乗1余 金

当 期 首 残 高 19,008,000 △ 3,569,409 15,438,590

当 期 変 動 額

当期純利益 △ 27,070 △ 27,070

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)

当期変動額合計 . △ 27,070 △ 27,070

当 期 末 残 高 19,008,000 △ 3,596,480 15,411,519

評価口換算差額等

純資産合計
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 △ 444,988 △ 444,988 14,993,602

当 期 変 動 額

当期純利益 △ 27,070

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
59,645 59,645 59,645

当期変動額合計 59,645 59,645 32,575

当 期 末 残 高 △ 385,342 △ 385,342 15,026,177

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

1.重要な資産の評価基準及び評価方法
|      デリバティブ ロ…時価法                            、

2.固定資産の減価償却の方法
(ア)有形固定資産 (リース資産を除く)
定額法によっております。ただし、有形固定資産のうち取替資産については取替法 (定額法)
によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建 物   3年 ～38年
構築物   5年 ～60年
機械装置  5年～15年

(イ)無形固定資産 (リース資産を除く)
定額法によっております。なお、施設利用権の償却年数は15～ 30年、自社利用のソフトウェ

ニミ
=       

アの償却年数は5年 (社内における利用可能期間)であります。
三=     (ウ

)リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。       ,

3.引 当金の計上基準
(ア)貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。
なお、貸倒実績がないため、当期末において貸倒引当金を計上しておりません。

(イ)賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担

・

額を計上しております。
(ウ)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上し
ております。

(工)役員退職慰労引当金
iミ     、  

｀
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

4.へ

'ジ

会計の方法
(ア )ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。

(イ )ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…・金利スワップ
ヘッジ対象…・借入金

(ウ )ヘッジ方針
借入金に係る金利変動リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行ちております。

(工 )ヘッジ有効1生の評価の方法
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象及びへ

'ジ

手段のキャ
ッシュロフロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

5.消費税等の処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によつております。
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【貸借対照表に関する注記】

1.担保に供している資産及び担保に係る債務
(ア)担保に供している資産

① 預金

② 鉄道事業固定資産(財団)
土地

建物

構築物
機械装置
工具・器具“備品
地上権

(イ)担保に係る債務
1年以内返済長期借入金
長期借入金

2.有形固定資産減価償却累計額

3.関係会社に対する短期金銭債権

4.関係会社に対する短期金銭債務

5.固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額

【損益計算書に関する注記】

関係会社との取引高

営業取引   一般管理費
営業取引以外 受取利息

【株主資本等変動計算書に関する注記】

当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数
普通株式

【税効果会計に関する注記】

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産

未払事業税

賞与引当金

なお、上記以外に、成田高速鉄道アクセス線の使用に関する協定等に基づき
将来発生する線路使用料収入債権を担保に供しております。

1,214,190f円

13,697,090千 円
1,392,566f円
411,o88千 円
11,642,235千 円
244,815T円
1,073f円
5,312干 円

780,oooT円
13,070,761f円

3,806,621月 F円

201,653f円

1,677f円

63,462,269T円

25,079千 円
53千円

380,160株

599千 円
264千 円

７

１
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賞与引当金に係る社会保険料
退職給付引当金

役員退職慰労引当金

繰延ヘッジ損益

繰越欠損金

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

210千 円
1,222千 円
4,829T円
117,375千 円
741,860千 円
874,362干 円
△ 874,362千 円

0円

【リースにより使用する固定資産に関する注記】

貸借対照表に計上した固定資産のほか、警備機器の一部については、所有権移転外ファイナンスコ

リース契約により使用しております。

【金融商品に関する注記】

1.金融商品の状況に関する事項
資金運用については元本割れのない安全な預金、貸付金等に限定し、銀行からの借入により資金
を調達しております。
借入金の使途は設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ
取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは内規に従い、対象借入
金の範囲内で、金利スワップ取引のみ行うこととしております。

2.金融商品の時価等に関する事項
平成28年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。

単位 :千円 )
貸借対照表計上額 (*1) 時  価 (*1) 差  額

(ア)現金及び預金
(イ)長期借入金 (*2)
(ウ )デリバティブ取引

1,636,373

(13,850,761)

(385,342)

1,636,373

(13,850,761)

(385,342〕

(*1)負債に計上されているものについては、()で示しております。
(*2)長期借入金に係る貸借対照表計上額及び時価については、1年以内に返済予定の長期借入金を
含めております。

(注 1)金融商品の時価算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項
(ア )現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

(イ)長期借入金
長期借入金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映していることから、時価は帳
簿価額とほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によつております。
(ウ )デリバティブ取引
金利スワップについては、取引先金融機関から提示された価格等によっております。
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【関連当事者との取引に関する注記】

親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 当社は、銀行借入に対し成田国際空港いより債務保証を受けております。なお、保証料の支払いは行っておりません。

【1株当た り情報に関する注記】

1株当たり純資産額

1株当たり当期純損失

【重要な後発事象に関する注記】

該当事項はありません。

39,525円 93銭

71円 21銭
■  |

属 性
等

称

社

名

〈
ム
（〕

議決権等の

所有割合
関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

親会社
成田国際空港
株式会社

被所有
直接53.74%

役員の兼任 債務被保証 (注 ) 13,850,761
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会計監査人の監査報告書謄4

成田高速鉄道アクセス株式会社

取 締 役 会  御 中

独立監査人の監査報告書

新日本有限責任監査法人

平成 28年 5月 23日 _

一一一」〕

の新 す拳撼L倉管鷲綿亀奄尋Ъ嘱電li鶴駆
酪 彎 鵞 屏 栞塁馨理界言ぜ

益計算書t株主資
脊
等変動計算竃

計算書類等に対する経営者の責任

咆[謗署趙訃命凶酢頭袢ヽ 書話   』デ:

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した
その附属明細書に対する意見を表明することにi

妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないか
計画を策定し、これに基づき監査を実施するこ
監査においては、計算書類及びその附属明細:

麦惑2言需鷲雉饒   渕
畢鵬馴躙暫筍潔
明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制Z

拿動 ばる3漏量寡諾1漂当素彫綾肇ザ菅
っ適切な監査証拠を入手したと判断してぃる。

監査意見

妻i層曇籍ゴ纏勲響写了 靡鵡夢翁蕎秀糞
利害関係

関拿億ふ諒テ
査法人又は業務執行社員との間に,ま、公認会計士法の規定により記載す人き利曇

羹尤 贔
公認会計士

キ 司 ム
●

夢
扇毎針量

松認会計

ィ
ロ
1均 111)
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成 27年 4月 1日 から平成 28年 3月 31日 までの第 14期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監杏役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、本監査報告書
を作成し、以下のとおり報告いたします。

1.監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果
について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針 (計画)等に従い、
取締役その他の使用人、親会社の監査役その他の者と意思疎通を図り、情報の収集及び監杏
の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を
閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第 100条第 1項及び第 3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容
及び当該決議に基づき整備されている体制 (内部統制システム)の状況を監視及び検証
いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第 118条第 5号に定める取引の内容に
ついて検討いたしました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監杏を実施しているかを監視及び検証
する過程において、会計監査人である監査法人が事業報告に記載されている行政処分を受
けたため、業務管理体制などの改善状況や職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行なわれることを確
保するための体制」 (会社計算規則第 131条各号に掲げる事項)を 「監査に関する品質
管理基準」 (平成 17年 10月 28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類 (貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について
検討いたしました。

21監査の結果
(1)事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。          (

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実
は認められません。
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.③内蒙段鯨〕

“

ス:翻連軍群凩舅2導薫務義覗稔しこ式豪轟
すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社との取引については、当社の利益を害するおそれの
ある取引に該当しないものと認めます。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果               、

会計監豊X新 日本有限責任幣杏法人の脅杏の方法及び結果は相当であると認めま九

平成 28年  6月  9日

成田高速鉄道アクセス株式会社 賄杏役会

嘗学監査役 壺天ハ

裏罐気監 査

監査賀 声口そ肇ォ色

(注)1、 監査役全員は 会社法第 2条第16号及び第335条
〒
3項に定めるネ摯艦査役でありま丸 t華

2、 監査役 根本欣治氏は、平成28年 6月 9日 の監査役会を所用のため欠席しましたので、
本監査報告書t難 捺印をしておりません。
なお、同監杏役からは、事前に監杏報告書を受理しており、監査の方法及びその内容並びに
幹杏の結果lat、 上記の記載と同様でありま丸
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2.決 議 事 項

第 1号議案  取締役 2名選任の件

取締役 鶴巻郁夫氏は、平成 28年 3月 31日 をもって辞任いたしました。また、

取締役 小野芳計氏は、第 14回定時株主総会終結の時をもって辞任いたします。

つきましては、その補欠として取締役 2名の選任をお願いしたいと存じます。

なお、選任される取締役の任期は、当社定款第 20条第 2項の規定により、他の在任

三
=     

取締役の任期の残存期間と同
二となります。

取締役候補者は下記のとおりです。

注 1.取締役候補者 遠山誠一氏は、会社法施行規則第 2条第 3項第 7号に定める社外取締役の候補

-25-

氏  名
(生年月日)

歴略

後藤 洋志

(昭和 35年 3月 19日 )

昭和 58年 4月  運輸省 (現国土交通省)入省
平成 13年 1月 国土交通省四国運輸局企画部長
平成 20年 7月  同省政策統括官付参事官 (危機管理)
平成 24年 9月 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

審議役

平成 26年 7月  同省国土交通大学校副校長 (兼)本自研修センター
所長

平成 28年 4月  同省退職

遠山 誠一

lF召和 32年 10月 31日 )

日召禾日55年  4月

平成 22年 4月

平成 26年 4月

平成 27年 4月

平成 28年 4月

千葉県入庁

同県総務部知事室長

同県防災危機管理部長

同県環境生活部長

同県総合企画部長 (現任 )



者であります。

2.取締役候補者 後藤洋志氏は、国土交通省の幹部職員OBであり、その経験と見識を当社の経
営に活かしていただきたいため、取締役として選任をお願いするものです。

3.取締役候補者 遠山誠一氏は、千葉県の幹部職員であり、その経験と見識を千葉県内に事業の
基盤を置く当社の経営に活かしていただきたいため、社外取締役として選任をお願いするもの

｀ です。

以上
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第 2号議案  監査役 1名選任の件

監査役 根本欣治氏は、第 14回定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、監査役 1名の選任をお願いしたいと存じます。

なお、
｀
本議案に関しましては、監査役会の同意をいただいております。

監査役候補者は、下記のとおりです。

注 1.同監査役候補者は、当社との間に特別な利害関係はありません。

2.同監杏役候補者は、会社法施行規則第 2条第 3項第 8号に定める社外監査役の候補者であります。

3.同監査役候補者は、成田市の幹部職員として知識と経験を有しており、当社の事業を適切に監査

していただきたいため、社外監杏役として選任をお願いするものです。

氏  名
(生年月日)

田各 歴

根本 欣治

(昭和 32年 1月 1日 )

昭和 55年 4月

平成 21年 4月

平成 24年 4月

平成 25年 4月

平成 26年 4月

平成 26年 6月

成田市入庁

同市財政部財政課長

同市企画政策部人事課長

同市財政部長

同市企画政策部長 (現任)

当社監査役 (現任)
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第 3号議案  退職慰労金支給の件

取締役 小野芳計氏が、第 14回定時株主総会終結の時をもって辞任することから、

当社「常勤取締役退職慰労金支給規程」の規定に基づき、退職慰労金を支給することとし、

支給の額については取締役会に一任することについてご承認いただきたく、ぉ諮りいたし

ます。

氏  名 田各 歴

小野 芳計

平成 24年 6月

平成 25年 6月

平成 27年 6月

当社代表取締役専務就任

第 11回定時株主総会で再任

第 13回定時株主総会で再任

現在に至る
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参考資料

常勤取締役退職慰労金支給規程 (平成 16年 3月 31日 )<抄>

(退職慰労金の支給)

第2条 退職慰労金は、役員が退職又は死亡したときに支給する。但し、本人から辞退する旨の申
し出があったときはこの限りでない。

2 退職慰労金は、法令その他に基づき控除すべき金額がある場合には、その金額を投除して支給
する。

(受給権者)

第 3条 退職慰労金は、次の各号に定める者に支給する。
す 役員が退職したときには本人                                t_
二 役員が死亡したときには、その遺族                             ｀

「
2 前項第 2号の遺族の範囲及び支給順位については、労働基準法施行規則 0蘇口22年厚生省令
第 23号)第 42条から第45条までの規定を準用する。

(在職期間の算定)

第 4条 役員の在職期間は、就任の日から起算して暦に従い月をもって算定する。なお、1月 に満
たない端数を生じたときは、 10日未満は切り捨て、 10日以上は 1月 に切り上げる。
2 他の企業等から出向を命じられた期間は、退職慰労金支給算定の期間に含まないものとする。

(退職慰労金の額)

第 5条 退職慰労金の額は在職期間 1月 につき、退職した日における当該役員の報酬額の 12分の
1の額に10分の 1を乗じて得た額とする。

(退職慰労金の増額及び減額)

第 6条 役員の在職期間中の功績、退任事由等を評価、勘案して前条の規定により算出した額に、    ぃ..
当該役員の報Ulll額に 12分の 1から12分の 3を乗じて得た額の範囲内の額を加算して支給す   1=‐
ることができる。

2 会社の業績不振及びその他相当の事由により、前条の規定により算出した額から相当額を減じ
て支給することができる。
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